
キャリアパス及び処遇改善に関する規程 

 

株式会社 加賀谷管設 

くるみ 釧路店 

 

第1章 総則 

（目的） 

第1条 この規定はくるみ 釧路店（以下、「くるみ」という）において業務に従事する正社員及びパートタ

イマーのキャリアパス、福祉・介護職員処遇改善加算（以下、「処遇改善加算」という）、に関する

事項について定めたものである。 

 

（適用範囲） 

第2条 この規程は、法および行政の指導に従い原則として処遇改善加算支給の対象となる職務に当

たる従業員に適用する。 

 

（キャリアパス制度の骨格） 

第3条 くるみは次のキャリアパス制度を定め、任用要件及び賃金要件に基づき該当する従業員の処遇

を決定し、定められた労働条件に反映させるものとする。 

 

（1） 階層、役職、職務内容（職責）に応じた任用要件 

（2） 等級に応じた任用要件、賃金要件 

（3） 職員の能力評価（人事考課） 

（4） 資格取得についての処遇 

（5） 研修、技術指導等の実施内容、方法 

（6） 処遇改善加算の支給方法 

 

（見える化の取り組み） 

第4条 処遇改善加算の算定にあたって、事業所内玄関先のタブレット・ホームページを通して処遇の

改善・任用要件等を公表する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第2章 階層・役職・職務内容（職責）に関するキャリアパス 

（階層の定義） 

第1条 階層・役職・職務内容に関するキャリアパス制度は、下図に定義する内容に基づき、従業員が所

属する事業所ごとに運用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（任用要件及び昇格要件） 

第2条 キャリアパス制度に基づく等級・任用要件は下図に定義する内容に基づき従業員が所属する事

業所ごとに適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（昇格） 

第3条 昇格は、以下のいずれかに該当したときに昇格させる。 

・主任以上の直属上司の推薦により代表取締役と面接試験を行い合格した者 

・就業規則第 63条に該当する者 

 

（降格） 

第4条 等級の降格は、業務遂行における技能レベルの低下や職務専念義務の怠り等により等級に見

合う職務遂行または責務を果たせない場合、または就業規則に定める懲戒事由に該当する行

為があった時など、会社が適当と判断した場合は下位職への降格を行うことがある。 

 

（人事考課の対象者） 

第5条 人事考課の対象者は指導員業務に従事している者とする。ただし、次の職員については除く。 

・人事考課の実施時に長期欠勤、給食、産前産後休暇、育児、介護休暇中である者で人事考

課をすることが妥当と判断できない者 
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（人事考課・評価の目的） 

第6条 人事考課・評価の目的は次の通りとする。 

（1） 昇格、昇進、昇給 

（2） 教育、指導、適正配置の資料 

 

（人事考課の期間） 

第7条 人事考課の実施期間等は入社月を起算とし、1年以内に 1度以上実施する。 

 

（人事考課の方法・認定） 

第8条 対象職員は 1年間の自己考課を行い、評価シートに必要事項等を記入し管理者に提出する。 

管理者は提出された評価シートを必要に応じて他の職員からの評価を求め、必要事項の記入

が済み次第、管理者からの評価を記入する。 

評価シートの結果をもとに代表取締役と共有し、必要に応じて協議・認定を行う。 

人事考課の認定結果は、原則口頭で伝えるものとするが、希望によって交付する。 

 

（人事考課の方法・考課者の責務） 

第9条 人事考課の評価は、次の原則に従って厳正に行わなければならない。 

（1） 考課対象期間以外の行動にとらわれない。 

（2） 日常の職務の観察及び指導で得た事実を集積し、適格公平に行うこと。 

（3） 職務に関係のない事は原則として評価の対象としないこと。 

（4） 特別な事項があった場合には、適当な欄にその事実を記載すること。 

 

（資格取得について） 

第10条 キャリアパスの等級制度に基づく資格取得については以下の通りとする。 

・資格取得に際して必要となる受験費用等は適当と認められた場合には全額会社負担とする。 

・資格取得に際して試験の受験等に必要と認められた場合には公休扱いとする。 

 

（研修、技術指導等について） 

第11条 研修及び技術指導は以下の通りとする。 

・研修については業務計画に基づき実施する。 

・技術指導については上級職、中級職を中心に会議を通じた全体指導と必要に応じて個別指

導を実施する。 

 

（処遇改善加算の概要について） 

第12条 各利用児童のサービス所定単位数に加算率を掛けて算定する。 

各種算定要件を満たしている場合に加算する。 

 

（処遇改善加算の支給方法について） 

第13条 処遇改善加算の支給方法については以下の通りとする。 

・毎月固定額を支給し、報告書作成時に余剰分があれば別途支給する。 

・支給に当たっては加算額の合計よりも 1円以上多く職員の賃金改善を行う。 

・余剰分の分配方法については人事考課の評価等を鑑みて、代表取締役が判断する。 



附則 

令和 3年 11月 1日より施行 

令和 4年 8月 1日より一部改正 

令和 5年 4月 1日より一部改正 

令和 6年 5月 1日より一部改正 

令和 6年 6月 1日より一部改正 


